
総合特別区域基本方針の一部変更について 

令和３年３月 26 日 

閣 議 決 定 案 

総合特別区域法（平成23年法律第81号）第７条第６項において準用する同条第３項の規

定に基づき、総合特別区域基本方針（平成23年８月15日閣議決定）の一部を次のように変

更する。 

第一の４を次のように改める。 

４ 総合特区制度により実現すべき目標 

総合特区制度の導入により実現すべき目標は、国際戦略総合特区においては産業の国

際競争力の強化、地域活性化総合特区においては地域の活性化である。 

これらの目標に資するものとして、地域において取り組んでいる分野としては、例え

ば以下のようなものが挙げられる。 

ア）グリーン・イノベーションによる環境・エネルギー大国戦略

(a)環境・エネルギー関連産業の国際競争力の強化のための拠点形成

(b)脱炭素社会実現のための再生可能エネルギーの更なる活用、EV・PHV・FCV等の

電動車の普及

(c)循環経済への移行のため、廃棄物の適正処理を図りつつ、レアメタル等の資源に

ついて、ライフサイクル全体における循環的な利用と付加価値の最大化を図る取

組

イ）ライフ・イノベーションによる健康大国戦略

(a)今後の経済成長の柱となる医療関連産業の国際競争拠点形成

(b)医療・介護・福祉が連携して、人口減少・高齢化社会に立ち向かう持続可能な地

域システムづくり

(c)高齢化社会に対応した課題解決型の取組

(d)世界最高水準の技術を用いた医療の提供に寄与すべく、地域の医療情報データベ

ースを活用した新薬開発・がん治療等臨床試験・予防医療の推進

(e)我が国の経済成長に資する国内外向けの医薬品・医療機器の更なる開発推進・

販路拡大

(f)要介護（要支援）認定者数の増加に対応した介護ロボットの普及拡大

(g)年齢や障害などによる労働や行動範囲を制約する身体機能上の制限を補完する

生活支援ロボットの開発・普及拡大

ウ）アジア拠点化、国際物流の推進等によるアジア経済戦略



 

 

(a)日本のアジア拠点化（グローバル企業、高度人材、投資の呼び込み） 

 (b)先進的な産業・研究開発拠点の形成 

(c)国際物流拠点等の国際競争力の強化、コンビナートの集積企業におけるサプライ 

チェーンの多元化・強靱化 

(d)船舶からの排気ガス中の SOx・PMの削減のための規制を強化する国際条約に対応 

した高い環境性能を有する船舶建造への需要 

エ）観光立国戦略 

 (a)訪日外国人旅行者の受入環境整備 

 (b)エコツーリズムの推進 

 (c)地域ブランドの構築による地域経済の活性化 

(d)ウィズコロナの時代における国内需要の喚起、安全で安心な新しい旅のスタイル 

の確立と普及・定着による国内観光の回復 

(e)ウィズコロナ・ポストコロナ時代を見据えた、オンラインツーリズム等による地

域の魅力的な資源の国内外への情報発信、長期滞在型のワーケーションなど新し

い形の観光への取組、付加価値を高めた高品質のコンテンツづくりによる観光消

費の拡大、インバウンド需要回復に備えた受入れ基盤の持続的整備 

オ）農林水産業の地域活性化戦略 

 (a)農業・水産業分野の国際競争力のある成長産業化 

 (b)森林・林業の再生と中山間地域の保全 

 (c)農産物等の高付加価値化 

(d)地域の農林水産業と連携した農山漁村独自の資源・魅力の発信による交流人口・ 

関係人口の拡大 

カ）まちづくり戦略等 

 (a)防災及び減災機能の充実強化 

 (b)スマートシティの構築による地域における Society5.0の推進 

 (c)地方都市における経済生活圏の形成 

(d)地方創生 SDGsの実現など持続可能なまちづくりの取組 

(e)多様な人材の活躍による地方創生の推進 

 

総合特区制度の事業分野を横断する視点として、Society5.0、SDGs、デジタル化、ウ

ィズコロナ・ポストコロナ等の視点について、各特区がこうした視点を明確に認識・共

有しつつ取組を加速化することが必要である。 

なお、東日本大震災によって被災した地域や、震災の影響を受けた地域における総合

特区制度の運用に当たっては、震災からの復興を十分に考慮した運用を行うこととする。 

また、総合特区制度の推進による産業の国際競争力の強化及び地域の活性化は、地方

創生に寄与するものであり、総合特区制度の各施策を効率的・効果的に実施するため、

まち・ひと・しごと創生法（平成 26年法律第 136号）に基づく地方創生関連施策とのよ

り一層密接な連携を図ることも重要である。 

① 第一の４に記載されている分野のうち、少なくともア）グリーン・イノベ 

ーションによる環境・エネルギー大国戦略及びイ）ライフ・イノベーション 



 

 

による健康大国戦略の２つの分野について、国際戦略総合特区又は地域活性 

化総合特区の指定を受けているもの 

② 内閣総理大臣が「環境未来都市」の選定をしたもの 

なお、総合特区制度の運用に当たっては、法第８条又は法第31条等に基づく民間等か

らの提案制度、法第19条又は法第42条に基づく地域協議会（以下「地域協議会」という。）

の活用等により、地域の実情に最も精通した住民、NPO、民間企業などの民間主体の知恵

や資金、創意工夫が最大限いかされるよう努めるとともに、これらの民間主体が総合特

区における取組に主体的に参画できるよう十分配慮することが必要である。その上で、

民間主体と地方公共団体との連携の下で立案された実現可能性の高い効果的な計画に対

し、国が集中的に支援するものである。その際、類似する政策課題を有する特区や近接

する特区等の取組が相乗効果を生むよう、特区間の連携や情報交換等を行うとともに、

都市と地方の間で、ヒト・モノ・カネの交流・連携を通じ、地域間の共生を図ることも

重要である。 

 

第二の１②中「当該勧告に基づいて講じた措置について報告を求めること等ができる。」

の次に次のように加える。 

 

また、内閣府は各地域における活用が円滑に進むよう各府省の支援制度に係る地域へ

の情報提供等の取組を推進するものとする。 

 

第五の３①中「地方創生に関連する予算制度を積極的に活用するものとする。」を「地

方創生推進交付金など地方創生に関連する予算制度を積極的に活用するものとする。」に

改め、「また、認定後も、毎年度、同様の手続を行うこととする。」の次に次のように加え

る。 

 

なお、内閣府は各地域における活用が円滑に進むよう各府省の支援制度に係る地域へ

の情報提供等の取組を推進するものとする。 

 

第六の３を次のように改める。 

 

３ 施行状況を踏まえた総合特区の指定 

 

総合特区の指定については、総合特区の指定状況及び取組の終了状況等を踏まえ、

「選択と集中」の観点から必要に応じて検討を行い、措置を講ずるものとする。 

 

別表１中「経産 A001」を別紙１のように改める。 

 

別表３に別紙２のように加える。



 

 

 

 

別紙１ 

 

 

 
 

 

 

 



 

 

 

番号 経産Ａ001 

特定国際戦略事業の名称 工場等新増設促進事業 

措置区分 法律 

特例措置を講ずべき法令等

の名称及び条項 

工場立地法（昭和 34 年法律第 24 号）第４条第１項、第４条の２第１項

及び第２項 

地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律

（平成 19年法律第 40 号。以下「地域未来投資促進法」という。）第９条

第１項、第 10条第１項 

特例措置を講ずべき法令等

の現行規定 

工場立地法第４条の規定に基づき、国は一定規模以上の製造業等に係る

工場又は事業場（特定工場）が工場立地を行う際に遵守すべき生産施設

面積率、緑地面積率及び環境施設面積率等についての準則を公表するも

のとする。 

また、同法第４条の２第１項又は第２項の規定に基づき、市町村（特別

区も含む。）は、当該市町村の区域のうちに、国により公表された準則に

よるよりも他の準則によることとすることが適切であると認められる

区域があるときは、その区域における緑地面積率等について、国の基準

の範囲内で、条例で、公表された準則に代えて適用すべき準則を定める

ことができる。 

さらに、同法の特例措置として、地域未来投資促進法第９条第１項及び

第 10 条第１項の規定に基づき、同法に規定する一定の条件を満たす市

町村は、緑地面積率等について、条例で、国の基準の範囲内において、

工場立地法の規定により定められた準則に代えて適用すべき準則を定

めることができる。 

特例措置の内容 指定地方公共団体が、特定国際戦略事業として工場等新増設促進事業を

定めた国際戦略総合特別区域計画について、内閣総理大臣の認定を受け

た場合には、当該認定を受けた指定地方公共団体（市町村に限る）は、

緑地面積率等について、条例で、現行制度（工場立地法及び地域未来投

資促進法）の下で定められている準則に代えて適用すべき準則を定める

ことができるものとする。 

同意の要件 工場立地法の趣旨も踏まえ、最低限の環境の保全を図りつつ工場立地が

適正に行われることが見込まれる計画となっていること。 

特例措置に伴い必要となる

手続 

特になし。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

別紙２ 



 

 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施する法令等 実施時期 所管省庁 

医療資源が少ない地域等における

オンライン診療料の算定について 

医療資源が少ない地域等に所在する保険医療機関又はへき地医療拠

点病院において、当該保険医療機関で専門的な医療を提供する観点

から、オンライン診療料の施設基準を満たすものとして届け出た他

の保険医療機関の医師が継続的な対面診療を行っている場合は、医

師の判断により当該他の保険医療機関内においてオンライン診療を

行ってもよいこととする。 

 

 

 

健康保険法（大正 11年法

律第 70号） 

診療報酬の算定方法（平成

20 年厚生労働省告示第 59

号） 

令和２年４

月１日施行 

(措置済) 

厚生労働

省 

航空機部品等の譲渡手続の規制緩

和 

免税で輸入した航空機部分品等を免税のまま航空会社に譲渡するに

は、譲渡前に、関税暫定措置法に定める用途外使用に該当しない旨

の届出を都度行わなくてはならなかったが、対象となる譲渡品の授

受者・譲渡の理由等について事前に税関に届け出ることにより、都

度の事前届出を不要とする。 

 

 

 

関税暫定措置法基本通達

10-1（令和２年３月 31日

財関第 415号） 

令和２年４

月１日施行 

(措置済) 

財務省 
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総合特別区域基本方針の一部変更について 新旧対照表 

（下線：変更部分） 

変 更 案 現 行（令和２年３月 31日最終改正） 

総合特別区域基本方針 

 

平成 23年８月 15日閣議決定 

                                            （略）  

令和 ２年３月 31日一部変更 

令和 ３年３月   日一部変更 

 
第一 総合特別区域における産業の国際競争力の強化及び地域の活性化の推

進の意義及び目標に関する事項 

 
１～３ （略） 

 
４ 総合特区制度により実現すべき目標 

 

総合特区制度の導入により実現すべき目標は、国際戦略総合特区におい

ては産業の国際競争力の強化、地域活性化総合特区においては地域の活性

化である。 

これらの目標に資するものとして、地域において取り組んでいる分野と

しては、例えば以下のようなものが挙げられる。 

ア）グリーン・イノベーションによる環境・エネルギー大国戦略 

(a)環境・エネルギー関連産業の国際競争力の強化のための拠点形成 

(b)脱炭素社会実現のための再生可能エネルギーの更なる活用、EV・

総合特別区域基本方針 

 

                  平成 23年 8月 15日閣議決定 

                                            （略）  

令和 ２年３月 31 日一部変更 

 

 

第一 総合特別区域における産業の国際競争力の強化及び地域の活性化の推

進の意義及び目標に関する事項 

 
１～３ （略） 

 
４ 総合特区制度により実現すべき目標 

 

総合特区制度の導入により実現すべき目標は、国際戦略総合特区におい

ては産業の国際競争力の強化、地域活性化総合特区においては地域の活性

化である。 

これらの目標に資するものとして、地域において取り組んでいる分野と

しては、例えば以下のようなものが挙げられる。 

ア）グリーン・イノベーションによる環境・エネルギー大国戦略 

 (a)環境・エネルギー関連産業の国際競争力の強化のための拠点形成 

 (b)再生可能エネルギーの増大、次世代交通機関の普及 
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変 更 案 現 行（令和２年３月 31日最終改正） 

PHV・FCV等の電動車の普及 

 (c)循環経済への移行のため、廃棄物の適正処理を図りつつ、レアメタ

ル等の資源について、ライフサイクル全体における循環的な利用

と付加価値の最大化を図る取組 

イ）ライフ・イノベーションによる健康大国戦略 

 (a)今後の経済成長の柱となる医療関連産業の国際競争拠点形成 

 (b)医療・介護・福祉が連携して、人口減少・高齢化社会に立ち向かう

持続可能な地域システムづくり 

 (c)高齢化社会に対応した課題解決型の取組 

(d)世界最高水準の技術を用いた医療の提供に寄与すべく、地域の医

療情報データベースを活用した新薬開発・がん治療等臨床試験・予

防医療の推進 

(e）我が国の経済成長に資する国内外向けの医薬品・医療機器の更な

る開発推進・販路拡大 

(f)要介護（要支援）認定者数の増加に対応した介護ロボットの普及

拡大 

(g)年齢や障害などによる労働や行動範囲を制約する身体機能上の制

限を補完する生活支援ロボットの開発・普及拡大 

ウ）アジア拠点化、国際物流の推進等によるアジア経済戦略 

 (a)日本のアジア拠点化（グローバル企業、高度人材、投資の呼び込み） 

 (b)先進的な産業・研究開発拠点の形成 

 (c)国際物流拠点等の国際競争力の強化、コンビナートの集積企業に

おける サプライチェーンの 多元化・強靱化 

（d）船舶からの排気ガス中の SOx・PMの削減のための規制を強化する

 

 (c)国家戦略としての資源リサイクル 

 

 

イ）ライフ・イノベーションによる健康大国戦略 

 (a)今後の経済成長の柱となる医療関連産業の国際競争拠点形成 

 (b)医療・介護・福祉が連携して、人口減少・高齢化社会に立ち向かう

持続可能な地域システムづくり 

 (c)高齢化社会に対応した課題解決型の取組 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

ウ）アジア拠点化、国際物流の推進等によるアジア経済戦略 

 (a)日本のアジア拠点化（グローバル企業、高度人材、投資の呼び込み） 

 (b)先進的な産業・研究開発拠点の形成 

 (c)国際物流拠点等の国際競争力の強化、サプライチェーンの 効率化 

 

 (d)コンテンツ等の「クリエイティブ産業」の対外発信 
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変 更 案 現 行（令和２年３月 31日最終改正） 

国際条約に対応した高い環境性能を有する船舶建造への需要 

エ） 観光立国戦略 

 (a)訪日外国人旅行者の受入環境整備 

 (b)エコツーリズムの推進 

 (c)地域ブランドの構築による地域経済の活性化 

(d)ウィズコロナの時代における国内需要の喚起、安全で安心な新し

い旅のスタイルの確立と普及・定着による国内観光の回復 

(e)ウィズコロナ・ポストコロナ時代を見据えた、オンラインツーリ

ズム等による地域の魅力的な資源の国内外への情報発信、長期滞在

型のワーケーションなど新しい形の観光への取組、付加価値を高め

た高品質のコンテンツづくりによる観光消費の拡大、インバウンド

需要回復に備えた受入れ基盤の持続的整備 

オ）農林水産業の地域活性化戦略 

 (a)農業・水産業分野の国際競争力のある成長産業化 

 (b)森林・林業の再生と中山間地域の保全 

 (c)農産物等の高付加価値化 

（d）地域の農林水産業と連携した農山漁村独自の資源・魅力の発信に

よる交流人口・関係人口の拡大 

カ） まちづくり戦略等 

 (a)防災及び減災機能の充実強化 

 (b)スマートシティの構築 による地域における Society5.0の推進 

 (c)地方都市における経済生活圏の形成 

（d）地方創生 SDGsの実現など持続可能なまちづくりの取組 

（e）多様な人材の活躍による地方創生の推進 

 

エ）観光立国戦略 

 (a)訪日外国人旅行者の受入環境整備 

 (b)着地型観光の推進 

 (c)地域ブランドの構築による地域経済の活性化 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

 

オ）農林水産業の地域活性化戦略 

 (a)農業・水産業分野の国際競争力のある成長産業化 

 (b)森林・林業の再生と中山間地域の保全 

 (c)農産物等の高付加価値化 

（新設） 

 

カ）まちづくり戦略等 

 (a)防災及び減災機能の充実強化 

 (b)スマートシティの構築 

 (c)地方都市における経済生活圏の形成 

（新設） 

（新設） 
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変 更 案 現 行（令和２年３月 31日最終改正） 

 

総合特区制度の事業分野を横断する視点として、Society5.0、SDGs、デジ

タル化、ウィズコロナ・ポストコロナ等の視点について、各特区がこうした

視点を明確に認識・共有しつつ取組を加速化することが必要である。 

なお、東日本大震災によって被災した地域や、震災の影響を受けた地域に

おける総合特区制度の運用に当たっては、震災からの復興を十分に考慮し

た運用を行うこととする。 

また、総合特区制度の推進による産業の国際競争力の強化及び地域の活

性化は、地方創生に寄与するものであり、総合特区制度の各施策を効率的・

効果的に実施するため、まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136

号）に基づく地方創生関連施策との より一層 密接な連携を図ることも重要

である。 

（略） 

 

①・② （略） 

 

 

第二 総合特別区域における産業の国際競争力の強化及び地域の活性化の推

進のために政府が実施すべき施策に関する基本的な方針 

 
１ 政府における推進体制 

 
① （略） 

 

 

（新設） 

 

 

なお、東日本大震災によって被災した地域や、震災の影響を受けた地域に

おける総合特区制度の運用に当たっては、震災からの復興を十分に考慮し

た運用を行うこととする。 

また、総合特区制度の推進による産業の国際競争力の強化及び地域の活

性化は、地方創生に寄与するものであり、まち・ひと・しごと創生法（平成

26 年法律第 136 号）に基づく地方創生関連施策との密接な連携を図ること

も重要である。 

 

（略） 

 

①・② （略） 

 

 

第二 総合特別区域における産業の国際競争力の強化及び地域の活性化の推

進のために政府が実施すべき施策に関する基本的な方針 

 
１ 政府における推進体制 

 
①  （略） 
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変 更 案 現 行（令和２年３月 31日最終改正） 

② 内閣府及び各省庁の連携 

総合特区制度の推進に当たっては、内閣府において、規制の特例措置等の

提案の受付、本方針の変更その他の本部に関する事務、総合特区の指定、総

合特区推進方針の策定、国と地方の協議会の庶務、総合特区計画の認定その

他の法に基づき内閣総理大臣が行う指定、認定等に関する事務を行う。 

関係府省は、内閣府と緊密に連携し、地域の責任ある戦略に基づく取組が

実現するよう、地域からの提案の実現に向け、最大限努力するものとする。 

内閣府は、関係府省の施策間の総合的な調整を図るものとする。特に、内

閣府設置法第９条に基づき設置された内閣府特命担当大臣は、同法第 12 条

に基づき、関係行政機関の長に対し、必要な資料の提出及び説明を求めるこ

とができるほか、勧告し、当該勧告に基づいて講じた措置について報告を求

めること等ができる。また、内閣府は各地域における活用が円滑に進むよう

各府省の支援制度に係る地域への情報提供等の取組を推進するものとする。 

また、総合特区制度の推進に関連し、各地域の実情に応じた課題の把握や

相談への対応等については、地域ブロックごとに設けられた地方連絡室等と

も連携して行うものとする。 

 
③ （略） 

 
２～６ （略） 

 

第三・第四 （略） 

 
第五 総合特別区域における産業の国際競争力の強化及び地域の活性化の推

② 内閣府及び各省庁の連携 

総合特区制度の推進に当たっては、内閣府において、規制の特例措置等の

提案の受付、本方針の変更その他の本部に関する事務、総合特区の指定、総

合特区推進方針の策定、国と地方の協議会の庶務、総合特区計画の認定その

他の法に基づき内閣総理大臣が行う指定、認定等に関する事務を行う。 

関係府省は、内閣府と緊密に連携し、地域の責任ある戦略に基づく取組が

実現するよう、地域からの提案の実現に向け、最大限努力するものとする。 

内閣府は、関係府省の施策間の総合的な調整を図るものとする。特に、内

閣府設置法第９条に基づき設置された内閣府特命担当大臣は、同法第 12条に

基づき、関係行政機関の長に対し、必要な資料の提出及び説明を求めること

ができるほか、勧告し、当該勧告に基づいて講じた措置について報告を求め

ること等ができる。 

 

また、総合特区制度の推進に関連し、各地域の実情に応じた課題の把握や

相談への対応等については、地域ブロックごとに設けられた地方連絡室等と

も連携して行うものとする。 

 

③ （略） 

 
２～６ （略） 

 

第三・第四 （略） 

 
第五 総合特別区域における産業の国際競争力の強化及び地域の活性化の推
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変 更 案 現 行（令和２年３月 31日最終改正） 

進に関し政府が講ずべき措置についての計画 

 
１～２ （略） 

 

３ 総合特区における財政上の支援措置 

 

総合特区における財政上の支援措置は、予算の範囲内で、以下により実施

する。 

 

①関係府省の予算制度を活用した支援措置 

関係府省は、認定総合特区計画に盛り込まれた事業に関し、所管する予算

制度（総合特区推進調整費を除く。）を活用して、重点的に財政支援を行う

ものとする。特に、地方創生推進の観点から、地方創生推進交付金など 地方

創生に関連する予算制度を積極的に活用するものとする。指定地方公共団体

は、総合特区計画の認定申請に当たり、国と地方の協議会における協議の結

果を踏まえ、認定申請書に記載した事業ごとの支援措置の要望の一覧を併せ

て内閣府に提出するものとする。 

内閣府は、総合特区計画の認定手続と併行し、提出された要望内容を関係

府省に伝達し、関係府省は、所管する予算制度の活用による要望への対応方

針を決定し、内閣府に報告する。内閣府は、関係府省から提出された対応方

針を取りまとめるものとする。 

また、認定後も、毎年度、同様の手続を行うこととする。 

なお、内閣府は各地域における活用が円滑に進むよう各府省の支援制度に

係る地域への情報提供等の取組を推進するものとする。 

進に関し政府が講ずべき措置についての計画 

 
１～２ （略） 

 

３ 総合特区における財政上の支援措置 

 

総合特区における財政上の支援措置は、予算の範囲内で、以下により実施

する。 

 

①関係府省の予算制度を活用した支援措置 

関係府省は、認定総合特区計画に盛り込まれた事業に関し、所管する予算

制度（総合特区推進調整費を除く。）を活用して、重点的に財政支援を行う

ものとする。特に、地方創生推進の観点から、地方創生に関連する予算制度

を積極的に活用するものとする。指定地方公共団体は、総合特区計画の認定

申請に当たり、国と地方の協議会における協議の結果を踏まえ、認定申請書

に記載した事業ごとの支援措置の要望の一覧を併せて内閣府に提出するもの

とする。 

内閣府は、総合特区計画の認定手続と併行し、提出された要望内容を関係

府省に伝達し、関係府省は、所管する予算制度の活用による要望への対応方

針を決定し、内閣府に報告する。内閣府は、関係府省から提出された対応方

針を取りまとめるものとする。 

また、認定後も、毎年度、同様の手続を行うこととする。 
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変 更 案 現 行（令和２年３月 31日最終改正） 

 

② （略） 

 
４・５ （略） 

 
第六 その他総合特区における産業の国際競争力の強化及び地域の活性化の

推進に関し必要な事項 

 
１・２ （略） 

 

３ 施行状況 を踏まえた総合特区の指定 

 

（削除） 

 

総合特区の指定については、総合特区の指定状況及び取組の終了状況等

を踏まえ、「選択と集中」の観点から必要に応じて検討を行い、措置を講

ずるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② （略） 

 
４・５ （略） 

 
第六 その他総合特区における産業の国際競争力の強化及び地域の活性化の

推進に関し必要な事項 

 
１・２ （略） 

 

３ 施行状況 の検討等 

 

令和２年度までに、総合特区制度の施行状況について検討を加え、その

結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

また、総合特区の指定については、総合特区の指定状況及び取組の終了

状況等を踏まえ、「選択と集中」の観点から必要に応じて検討を行い、措

置を講ずるものとする。 
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変 更 案 現 行（令和２年３月 31日最終改正） 

別表１（国際戦略総合特区において活用することができる規制の特例措置） 

 

番号 経産Ａ001 

特定国際戦略事業の

名称 

工場等新増設促進事業 

措置区分 法律 

特例措置を講ずべき

法令等の名称及び条

項 

工場立地法（昭和 34年法律第 24号）第４条第１項、第４

条の２第１項及び第２項 

地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強

化に関する法律（平成 19年法律第 40 号。以下「地域未来

投資促進法」という。）第９条第１項、第 10 条第１項 

 

特例措置を講ずべき

法令等の現行規定 

工場立地法第４条の規定に基づき、国は一定規模以上の製

造業等に係る工場又は事業場（特定工場）が工場立地を行

う際に遵守すべき生産施設面積率、緑地面積率及び環境施

設面積率等についての準則を公表するものとする。 

また、同法第４条の２第１項又は第２項の規定に基づき、

市町村（特別区も含む。）は、当該市町村の区域のうちに、

国により公表された準則によるよりも他の準則によるこ

ととすることが適切であると認められる区域があるとき

は、その区域における緑地面積率等について、国の基準の

範囲内で、条例で、公表された準則に代えて適用すべき準

則を定めることができる。 

別表１（国際戦略総合特区において活用することができる規制の特例措置） 

 

番号 経産Ａ001 

特定国際戦略事業の

名称 

工場等新増設促進事業 

措置区分 法律 

特例措置を講ずべき

法令等の名称及び条

項 

工場立地法（昭和 34年法律第 24号）第４条第１項、第４

条の２第１項及び第２項 

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及

び活性化に関する法律（平成 19 年法律第 40号。以下「地

域産業集積形成法」という。）第 10条第１項、第 11条第

１項 

特例措置を講ずべき

法令等の現行規定 

工場立地法第４条の規定に基づき、国は一定規模以上の製

造業等に係る工場又は事業場（特定工場）が工場立地を行

う際に遵守すべき生産施設面積率、緑地面積率及び環境施

設面積率等についての準則を公表するものとする。 

また、同法第４条の２第１項又は第２項の規定に基づき、

都道府県又は市は、当該都道府県内の町村の区域又は当該

市の区域のうちに、国により公表された準則によるよりも

他の準則によることとすることが適切であると認められ

る区域があるときは、その区域における緑地面積率等につ

いて、国の基準の範囲内で、条例で、公表された準則に代

えて適用すべき準則を定めることができる。 
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変 更 案 現 行（令和２年３月 31日最終改正） 

さらに、同法の特例措置として、地域未来投資促進法第９

条第１項及び第 10 条第１項 の規定に基づき、同法に規定

する一定の条件を満たす市町村は、緑地面積率等につい

て、条例で、国の基準の範囲内において、工場立地法の規

定により定められた準則に代えて適用すべき準則を定め

ることができる。 

特例措置の内容 指定地方公共団体が、特定国際戦略事業として工場等新増

設促進事業を定めた国際戦略総合特別区域計画について、

内閣総理大臣の認定を受けた場合には、当該認定を受けた

指定地方公共団体（市町村に限る）は、緑地面積率等につ

いて、条例で、現行制度（工場立地法及び 地域未来投資促

進法 ）の下で定められている準則に代えて適用すべき準則

を定めることができるものとする。 

同意の要件 工場立地法の趣旨も踏まえ、最低限の環境の保全を図りつ

つ工場立地が適正に行われることが見込まれる計画とな

っていること。 

特例措置に伴い必要

となる手続 

特になし。 

 

 

別表２（地域活性化総合特区において活用することができる規制の特例措置） 

（略） 

 

 

さらに、同法の特例措置として、地域産業集積形成法第 10

条 の規定に基づき、同法に規定する一定の条件を満たす市

町村は、緑地面積率等について、条例で、国の基準の範囲

内において、工場立地法の規定により定められた準則に代

えて適用すべき準則を定めることができる。 

 

特例措置の内容 指定地方公共団体が、特定国際戦略事業として工場等新増

設促進事業を定めた国際戦略総合特別区域計画について、

内閣総理大臣の認定を受けた場合には、当該認定を受けた

指定地方公共団体（市町村に限る）は、緑地面積率等につ

いて、条例で、現行制度（工場立地法及び 地域産業集積形

成法 ）の下で定められている準則に代えて適用すべき準則

を定めることができるものとする。 

同意の要件 工場立地法の趣旨も踏まえ、最低限の環境の保全を図りつ

つ工場立地が適正に行われることが見込まれる計画とな

っていること。 

特例措置に伴い必要

となる手続 

特になし。 

 

 

別表２（地域活性化総合特区において活用することができる規制の特例措置） 

（略） 
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変 更 案 現 行（令和２年３月 31日最終改正） 

別表３ 全国において実施することとされた規制改革 

注) 「市町村」には、特別区を含む。 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施

する法令等 

実施時

期 

所管

省庁 

（略） （略） （略） （略） （略

） 

医療資源が

少ない地域

等における

オンライン

診療料の算

定について 

医療資源が少ない地域等に所

在する保険医療機関又はへき

地医療拠点病院において、当

該保険医療機関で専門的な医

療を提供する観点から、オン

ライン診療料の施設基準を満

たすものとして届け出た他の

保険医療機関の医師が継続的

な対面診療を行っている場合

は、医師の判断により当該他

の保険医療機関内においてオ

ンライン診療を行ってもよい

こととする。 

 

 

 

 

 

健康保険法（大

正 11 年法律第

70 号）診療報酬

の算定方法（平

成 20 年厚生労

働省告示第 59

号） 

令和２

年４月

１日施

行(措

置済) 

厚生

労働

省 

別表３ 全国において実施することとされた規制改革 

注) 「市町村」には、特別区を含む。 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施す

る法令等 

実施時

期 

所管

省庁 

（略） （略） （略） （略） （略

） 

（新設） 
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変 更 案 現 行（令和２年３月 31日最終改正） 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施

する法令等 

実施時

期 

所管

省庁 

航空機部品

等の譲渡手

続の規制緩

和 

免税で輸入した航空機部分品

等を免税のまま航空会社に譲

渡するには、譲渡前に、関税

暫定措置法に定める用途外使

用に該当しない旨の届出を都

度行わなくてはならなかった

が、対象となる譲渡品の授受

者・譲渡の理由等について事

前に税関に届け出ることによ

り、都度の事前届出を不要と

する。 

 

 

関税暫定措置法

基本通達 10-1

（令和２年３月

31 日財関第 415

号） 

令和２

年４月

１日施

行(措

置済) 

財務

省 

 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施

する法令等 

実施時

期 

所管

省庁 

（新設） 

 

 


